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した。また，ADB や WTO では，香港も正式に加盟するメンバーであった。
では，なぜ，東アジア地域枠組においては，台湾と香港の参加が実現し
ないのだろうか。この問題を説明するため，第 5 節では ASEAN の台湾に
対する姿勢を紹介している。ASEAN は加盟国の事情から，もともと内政
不干渉を原則としてきた。また，中国の意向も受けて，主権国家以外の加































ものである。WTO および，前身の GATT はその好例である（WTO 協定

































られている（第 2 条第 4 項）。また，1960 年に国連総会で採択された「植



























































































































国際規約」（自由権規約）の 2 つがある。中国政府は 1997 年に社会権規約，




う 1 つの例は GATT である。当時の宗主国であったイギリスは 1986 年に
中国政府を通して参加 準加盟 加盟


























（注）* は普遍的 ( 地域を限定しない ) 国際組織だが，国連システムに属していない。
25
第 1 章　台湾，香港の地位問題
GATT 第 26 条 5 項 a にもとづきスポンサーシップを行使し，香港を GATT
の「みなしメンバー」とする旨を宣言した。中国は 1986 年に GATT への

















































































































































































張したことがある。また，対外的にも「中華民国」"Republic of China" で
























































ADB と APEC は地域性国際組織・枠組であり，WTO は国連の関係機関で
ある。
1????????
ADB は 1966 年に創設された。台湾は創設メンバーである。香港は 1969















として扱うことを要求したのである。結局，ADB は 1985 年 11 月に中国政
府と覚書を交わし，台湾の名義を「中国台北」（Taipei,China）に変更するこ
とを決めた（銭復 [2005：546-547]）。ただし，代表権の移転という形はと
らず，変更後の英文名称も "Taipei, China" からスペースを削除することで，
台湾への配慮を行った。とはいえ，蒋経国政権は地位の矮小化であるとして，
ADB の措置に抗議し，1986 年と 1987 年の総会を欠席した。
その後，蒋経国総統は 1988 年 1 月に死去し，李登輝副総統が総統に昇
格した。李登輝政権は ADB には名義変更への抗議を続けたが，1988 年の
総会より出席を再開し，北京で開催された 1989 年の総会にも出席した。
ADB 残留が成功した要因は 3 点ある。第 1 に ADB は加盟資格を主権国
家に限定していない。香港が 1969 年に加盟しており，中国は台湾や香港
と合わせて「一国三席」（1 国で 3 つのメンバーシップ）を得られると考
えた（林正義他 [1990：24-27]）。第 2 に ADB の議決権は出資比率に応じ
ている。台湾の残留を支持する日米はともに最大出資国であった。台湾も
出資金のほか，残留工作として他の援助計画への寄付や基金への拠出を積
極的に行った。第 3 に ADB には未返済の対台湾借款が残っていた（林正
義他 [1990:37-38]）。
その後，李登輝政権は国内の民主化に取り組むとともに，国家の体裁
にこだわらない「実務外交」を始めた。次に GATT（1995 年に WTO へ改
組）加盟に取り組んだ。WTO 加盟が了承されたのは政権交代後の 2001 年

































第 2 の要因は当初，第 1 の要因を補強する側面をもっていた。APEC 加




湾の WTO 加盟に異論を唱える中国を牽制する役割を果たし，APEC でも
同様の役割を担った。クリントン政権は APEC においても途上国の市場
開放を進める考えを強くもち，そのために APEC の組織的強化を狙った。
自国がホストを務めた 1993 年のシアトル会議で APEC 首脳会議の開催を
実現した。次の 1994 年のボゴール会議では 2010 年の域内貿易自由化を掲
げ，APEC を単なる会議から協力枠組へ脱皮させた。






Economic Group: EAEG）構想を 1990 年 12 月に唱えた（1991 年 10 月に，
東アジア経済協議体 [East Asian Economic Caucus: EAEC] へ改称）。これは










，1987 年に中国加盟作業部会が GATT に設置された。














台後」原則のため，加盟関係文書の採択は 2001 年 9 月まで先延ばしされた。
ただし，中国の主張もすべて受け入れられたわけではない。まず，
WTO では GATT と違い，加盟申請は当事者政府自身が行うと明記され







































した。しかし，内政不干渉は「平和 5 原則」の 1 つであり，ARF もこれ
を踏襲したため，中国が内政問題とする「台湾問題」は討議できないこと







ASEAN+3 による FTA 構想は ARF と異なり，経済分野である。しかし，




ただし，東アジアの多国間 FTA において，ASEAN 的な性格を強調し，
領域による参加の余地を狭めることは，台湾だけでなく，香港の参加も阻
んでしまう。これは中国にとってジレンマである。
ASEAN+3 に関する地域枠組としては，多国間 FTA のほかに，チェン
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